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第１条（目的）  

本細則は安全管理規程の施行に関する細則を定める。 

 

第２条（輸送の安全に関する重点施策）  

 （１）安全管理室の業務 

   運輸安全マネジメントを円滑に遂行するため、安全管理室は安全統括責任者の指示の下、

以下の業務を遂行する。 

   １．安全方針の策定及び事故防止のための目標・計画立案を推進する。 

   ２．輸送の安全に関する乗務員教育、各種委員会開催等年度計画策定及び実績管理。 

   ３．内部監査（役員・本社員巡回指導をいう）実施の計画立案及び結果管理。 

   ４．その他安全マネジメント全般に関する事項について、経営トップ及び安全統括管理

者と営業所間の業務推進調整を行う。 

 

 （２）内部監査について 

    （目的）安全マネジメントの実施状況を点検することを目的とする。 

    （機能）輸送の安全確保の見地から運輸事業に係る業務を適正に把握し、安全マネジ

メントの向上及び改善に寄与することにある。 

    （実施回数）毎月１回以上とする。 

    （実施方法）内部監査は「役員・本社員巡回指導」という名称で実施する。 

    （監査責任者）安全統括責任者とする。 

    （監査実施者）役員及び事業管理部が遂行する。 

           また、安全統括責任者は監査に当たり、社内から上記以外の監査実施

者を必要に応じて求めることができる 

    （監査対象）営業所及び車庫とする。 

    （その他）代表取締役は安全マネジメントの普及に努めること及び輸送の安全の確保

に主導的な役割を果たすことから、内部監査とは別に、毎月１回営業所及

び車庫を巡回指導する。 

 

 （３）輸送の安全の確保に関する社内体制（組織）の構築 

   １．経営トップを起点とする連絡体制及び指揮命令系統並びに業務処理については、別

紙組織図（別表１－１～３）の通りとする。 

   ２．安全統括責任者が病気又は不在時は安全統括責任代務者が代務執行する。 

   ３．営業所長は現場における体制の長として輸送の安全の確保に関する権限を有し、情

報の連絡及び指揮命令に関わる行為を速やかに実行する。 

   ４．乗務員及び運輸事業に携わる社員は、上記連絡、指揮命令を受ける他、常に安全の

向上に資する技能等の向上に努め、安全な輸送の確保を行う。 

 （４）輸送の安全に関する教育及び研修の実施 

   １．運行管理者及び補助者教育：自動車事故対策機構主催講習会への受講 



   ２．乗務員教育：年間計画による社内教育実施（計画表は毎年別表にて作成とする 

：別表２） 

   ３．指導乗務員研修：本社及び所轄営業所にて随時実施とする 

   ４．添乗指導の実施：所轄営業所の運行管理者による年間指導実施 

 

第３条（輸送の安全に関する目標） 

 安全管理規程に基づき輸送の安全に関する目標を下記の通りに定める。 

 （１）目標は年度毎に設定する。 

 （２）目標は会社全体及び営業所毎に設定する。 

 （３）目標は別表にて毎年作成する。（別表３） 

 

第４条（輸送の安全に関する計画） 

 （１）乗務員の年間教育の実施 

 （２）車両代替による安全輸送の確保 

 （３）法令順守徹底に対するマニュアルの作成 

 （４）安全輸送・接遇委員会の定期的開催 

    ①営業所での開催（毎月） 

    ②本社での全体開催（３ヶ月毎） 

 （５）飲酒運転防止委員会の定期的開催 

    ①本社での全体開催（２ヶ月毎） 

 （６）整備会議の開催 

    ①本社での全体会議（上期、下期各１回以上開催） 

 

第５条（事故、災害等に関する報告連絡体制） 

 事故、災害等が発生した場合における報告連絡体制は本細則第２条２項の定めと同様とする。

（別表１－１～３） 

 

第６条（情報の公開） 

 安全管理規程に基づき毎年度外部に公表するものとし、下記の通りに定める。 

 （１）公表手段としてホームページに掲載する。 

 （２）情報管理は安全管理室を窓口に事業管理部自動車課及び経営管理部総務課を主管部署

とする。 

（３）その他緊急時を含め公開に当たっては、安全統括責任者の指示に従うものとする。 

 

第７条（輸送の安全に関する記録の管理等） 

 安全管理規程については業務の実態に応じ適時適切に見直しを行うとあるが、記録の管理・

保存の方法を含め下記の通りに定める。 

 （１）安全管理規程及び本細則の見直しについては、安全統括責任者の指揮命令の下、事業

管理部自動車課及び経営管理部総務課との合議にて行うこととする。 



 （２）規程承認に当たっては、当社規程管理規程及び職務権限規程で定める基準に従い稟議

決裁を受けることとする。 

 （３）輸送の安全に関する会議議事録については会議主管部門にて記録し、３年間保存とす

る。 

 （４）内部監査結果書類（役員・本社員巡回指導記録）は安全管理室にて記録し、安全統括

責任者が３年間保存とする。 

 （５）各営業所での輸送の安全に関する記録は各営業所にて３年間保存の上、一部を安全管

理室に提出とする。 

 

第７条（附 則） 

 １ 本細則の改廃は、規程管理規程の定めるところによる。 

 ２ 本細則は平成２２年１１月１日より施行する。 

 


